
はじめに

地震発生時に児童生徒等の安全を確保するとともに、地域住民の応急避難場所としての役割

も果たすため、学校施設の耐震性能の向上を積極的に図っていくことは重要な課題である。

これまで、学校施設の耐震化に関して、文部科学省から地方公共団体等の設置者に対し、重

要度係数を採用すること、設計地震力を割り増すこと、新耐震基準施行（昭和５６年）以前に

建築された学校施設について早急に耐震化を推進することなどについて要請してきた。

一方、消防庁や内閣府が平成１３年度から１４年度にかけて行った調査において、学校施設

を含む公共施設の耐震化がそれほど進んでいないとの結果が出され、また、文部科学省が、平

成１４年５月に全国の公立学校施設の耐震改修状況について緊急に調査した結果においても、

「昭和５６年以前の基準で建築された建物のうち耐震診断を行ったものは約３割に過ぎず、公

立学校施設全体で耐震性に問題がある建物は約４割と推計される 」等の報告がなされた。。

このような状況に鑑み 「学校施設の耐震化推進に関する調査研究協力者会議」が平成１４、

年１０月に設置され、それまでの関連する調査研究等の成果を踏まえた上で、地方公共団体等

の設置者が、所管する学校施設全体の耐震化を早急に図るための方策などについて改めて検討

を行い、その結果が平成１５年４月に「学校施設の耐震化推進について」として報告された。

「学校施設耐震化推進指針」は、この報告を踏まえ、第１章において、学校施設の耐震化に

係る基本的な考え方を述べ、第２章において、耐震化優先度調査や耐震診断等の結果による耐

震化事業の緊急度の判定方法などを始めとする耐震化推進計画の策定手法及び留意点を提示し

たものである。今後、各設置者におかれては、本指針を活用し、所管する学校施設の耐震化を

着実かつ迅速に進めていただきたい。



第１章 学校施設の耐震化に関する基本的な考え方

１ 学校施設の耐震化の必要性
（１）児童生徒等の安全確保及び教育活動等の早期再開

学校施設は、多くの児童生徒等が一日の大半を過ごす学習、生活等の場であることから、

安全で豊かな環境を確保することが必要不可欠である。従って、地震発生時においては、児

童生徒等の人命を守るとともに、被災後の教育活動等の早期再開を可能とするため、施設や

設備の損傷を最小限にとどめることなど、十分な耐震性能を持たせて学校施設を整備するこ

とが重要である。

（２）非常災害発生時の地域住民の応急的な避難場所

学校施設は、地域住民にとって最も身近な公共施設であり、また、児童生徒等のみならず

地域住民の学習や交流の場ともなり、さらに、地震等の災害発生時には地域住民の応急的な

避難場所としての役割も果たすことが求められる。このため、地震や余震発生時に、児童生

徒、避難住民等の避難場所として必要となる機能も十分に果たすよう整備することが重要で

ある。

（３）学校施設としてふさわしい耐震性能目標の設定

学校施設については、地震発生時の児童生徒等の安全確保、被災直後の応急避難場所とし

ての機能等を考慮し、新増築、改築、耐震補強といったすべての整備に共通して、重要度係

、 。数の採用や設計地震力の割増など 十分な耐震性能を確保する設計を行うことが重要である

また、その際、内陸直下の地震を発生させる活断層や、広範囲に大きな影響を及ぼす海溝

型地震により当該地域に予測される地震動の大きさを考慮することも重要である。

２ 既存学校施設の耐震化推進に係る基本方針
（１）倒壊又は大破する恐れのある学校施設の優先的な耐震化対策

地震発生時における児童生徒等の人的被害を防止するためには、耐震化優先度調査及びそ

れに基づく耐震診断又は耐力度調査を早急に実施することにより、個々の学校施設の耐震性

能を的確に把握した上で、当該地域に予測される地震動の大きさも考慮し、倒壊又は大破す

る恐れのある危険度の大きいものから優先的に改築や耐震補強といった耐震化事業を実施し

ていくことが重要である。

（２）学校施設の特性に適合する耐震診断の早期実施

学校施設の耐震診断の基準としては、各々の学校施設の特性に適合したものを選択するこ

とが重要である。

、 、 、鉄筋コンクリート造の校舎については ラーメン構造のものが多いことから 一般的には

「２００１年改訂版既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解説 （ 財）日本」（

建築防災協会）における第２次診断によることが適切である。ただし、当該建物の構造特性

によっては、第３次診断も併用して総合的に耐震性能を判定することや、第１次診断により

耐震性能を簡略的に評価することも考えられる。

また 屋内運動場に係る耐震診断の基準としては 屋内運動場等の耐震性能診断基準 平、 、「 （

成８年版 （文部科学省大臣官房文教施設部）によることが適切である。）」



（３）耐震診断結果や耐震化推進計画の公表

学校施設の耐震化を計画的に推進していくためには、その重要性及び緊急性について、教

育委員会をはじめとして、財政部局、建設部局、防災部局等の行政関係者（学校法人の場合

は事務部局関係者。以下同じ 、教職員、保護者、地域住民等の関係者間で理解を促進し。）

ていくことが重要である。

このためには、地方公共団体等の設置者は、所管する学校施設の耐震化優先度調査や耐震

診断の結果、並びに、耐震化推進計画を策定した場合はその内容及び検討経緯等について、

学校関係者に対し公表した上で、耐震化事業の緊急度等について幅広い合意を形成していく

ことが重要である。

（４）学校施設の非構造部材等の耐震点検や耐震化対策の実施

地方公共団体等の設置者は、学識経験者や専門技術者とも連携の上 「学校施設の非構造、

部材等の耐震点検に関する調査研究（報告書 （ 社）日本建築学会）等を参考として、屋）」（

内運動場や校舎等における天井材、電気・機械設備機器、外壁や内壁等のいわゆる非構造部

材等についても早急に耐震点検を行い十分な耐震化対策を講じることが重要である。

（５）学校施設の質的向上と耐震化の推進

地方公共団体等の設置者は、所管する学校施設の耐震化を推進する場合 「学校施設整備、

指針」を踏まえ、学校施設の質的向上に係る課題についても併せて十分に検討し、学校施設

として総合的な整備計画を企画・立案することが望ましい。

（６）耐震化推進計画の早期策定

地方公共団体等の設置者は、所管するとりわけ新耐震基準施行（昭和５６年）以前に建築

された学校施設について、耐震化優先度調査、耐震診断、改築、耐震補強その他の耐震化に

係る施策を順次推進していく必要がある。

このためには、第２章で述べる既存学校施設の耐震化推進計画策定上の留意事項を十分に

検討した上で、耐震化に関する個別事業の緊急度や年次計画等を内容とした耐震化推進計画

を早急に策定するなど、計画的に学校施設の耐震化を推進していくことが重要である。



第２章 既存学校施設の耐震化推進計画の策定

１ 耐震化推進計画策定上の重要な視点
（１）検討組織の設置

学校施設の耐震化を円滑かつ迅速に推進していくためには、その重要性及び緊急性につい

て、関係者間で共通の理解をする必要があり、例えば、地方公共団体においては、教育委員

会をはじめとして、財政部局、建設部局、防災部局等の行政関係者、建築構造や建築計画に

、 、 。係る学識経験者 設計実務者 教職員等で構成する検討委員会を設置することも考えられる

また、このような検討委員会の中に、建築構造の専門家等による専門部会等を設置し、耐

震化推進計画の具体的な内容等について立案することのできる体制を整備することも有効で

ある。

（２）合理的な耐震化推進計画の策定

既存学校施設に係る耐震化推進計画策定に関する基本的なフローは参考資料のとおりであ

る。

耐震化推進計画策定の際には、地震や余震発生時における人的被害を回避し、建物等の損

傷を最小限とするために、倒壊又は大破する恐れのある危険度の大きい学校施設から耐震化

事業を行うという視点が重要である。

なお、具体的な耐震補強方法の選択に当たっては、様々な工法について工事費や工事単価

を比較検討するなど、合理的な耐震化推進計画の策定に努めることが重要である。

（３）耐震化推進計画の目標設定

耐震化推進計画を策定する際、一定の期間を設定し、具体的な目標を策定することが重要

である。

また、他の公共施設の整備計画との整合を図りつつ、策定した目標が実現可能となるよう

年次計画を設定し、学校施設の耐震化の着実な推進に努めることが重要である。

２ 基本調査の実施
（１）施設実態調査の実施

所管する個々の学校施設について、建築年、面積、棟数、過去に耐震診断や耐力度調査を

行っていればその結果、耐震補強の実施の有無、地震や火災等の被災歴など、基本的な情報

を把握する。

（２）設計図書等の確認

所管する個々の学校施設について、設計図書（意匠・構造 、構造計算書、地盤調査資料）

。 、 、 、等が保存されているかどうかを確認する 設計図書がない場合は 現地調査を行い 平面図

軸組図その他必要な図書を作成する。設計図書がある場合においても、当該設計図書と実際

の建物の状況を照合し確認する。

（３）活断層や海溝型地震等に関する資料の収集

当該地域周辺の活断層の位置や想定されている海溝型地震の震源域、当該地域に予測され



る地震動の大きさ、地震動による被害想定調査結果等に関する資料の収集を行う。

その際、地震調査研究推進本部が作成する「全国を概観する地震動予測地図」や「シナリ

オ地震動予測地図」等を活用することも有効である。

（４）避難施設の指定状況の確認

所管する個々の学校施設について、地域防災計画上、地震等の災害発生時に避難施設等と

して指定されているかどうかを確認する。

（５）統廃合計画等の把握

中長期的な視野で耐震化計画を検討することも重要であり、所管する学校の統廃合・転用

計画や市町村合併計画等を把握する。

３ 耐震化優先度調査の実施・評価
（１）耐震化優先度調査の趣旨

耐震化優先度調査は、耐震診断又は耐力度調査を実施しなければならない学校施設を多く

所管している地方公共団体等の設置者が、どの学校施設から耐震診断又は耐力度調査を実施

すべきか、その優先度を検討することを主な目的として実施するものである。

（２）耐震化優先度調査の留意点

所管する学校施設が少ない場合等においては、耐震化優先度調査を省略し、直接耐震診断

又は耐力度調査から実施することも考えられる。

また、壁式構造等で低層の建物については、本調査を省略し、１次診断により耐震性能の

確認を行うことも考えられる。その場合、診断結果が ≧0.9の場合は 「耐震上問題が少Is 、

ない」とするが、 ＜0.9の場合は、引き続き第２次診断等を実施し 「４ 耐震診断の実施Is 、

及び耐震化事業に係る緊急度の判定」により耐震化事業の緊急度ランクを判定する。

さらに、兵庫県南部地震において極めて深刻な被害をもたらした軽量プレキャストコンク

リート造屋根を有する屋内運動場については 文教施設の耐震性能等に関する調査研究 報、「 （

告書 （ 社）日本建築学会）に基づき 「 ３）③耐震化優先度調査の評価方法」に示す優）」（ 、（

先度ランク を①として、早急に耐震診断を実施し適切な対策を講じる必要がある。Rp

鉄骨造屋内運動場の場合で、屋根梁が支持部材に固定されていないもの（ローラー支承な

ど）で落下防止措置がとられていない建物、及び、桁行方向の鉄骨部分が非剛接架構のみで

壁や軸組筋かいが無い建物についても 「 ４）③耐震化優先度調査の評価方法」に示す優、（

先度ランク を①として、早急に耐震診断を実施し適切な対策を講じる必要がある。Sp

一方、鉄筋コンクリート造校舎及び鉄骨造屋内運動場以外の、例えば木造、ブロック造、

鉄骨鉄筋コンクリート造などの構造形式の学校施設についても、学識経験者その他の当該構

造形式に係る専門家の協力を得て、耐震診断等の優先度を検討することも有効である。

（３）鉄筋コンクリート造校舎の耐震化優先度調査

① 耐震化優先度調査の実施方法

耐震化優先度調査の対象となる鉄筋コンクリート造校舎について、それぞれの建物の建築

年及び階数により、下記（ⅰ）に示すⅠ～Ｖに分類し、次に、下記（ⅱ）に示す補正項目に



ついて検討を行う。

ⅰ）基本分類（

当該建物の建築年及び階数により以下の５つに分類する。

（表 ） 建築年及び階数による分類2.3.1

分 類 該 当 建 物

Ⅰ 「昭和 年以前建築の 階建て以上の建物」46 3

Ⅱ 「昭和 年以前建築の 階建ての建物」又は46 2
「昭和 年以後建築の 階建て以上の建物」47 4

Ⅲ 「昭和 年以前建築の平屋建ての建物」又は46
「昭和 年以後建築の 階建ての建物」47 3

Ⅳ 「昭和 年以後建築の 階建ての建物」47 2

「昭和 年以後建築の平屋建ての建物」Ⅴ 47

なお、バランスドラーメン の建物については、建築年及び階数にかかわらず 「Ⅰ」に＊ 、

分類する。

鉄筋コンクリート造校舎のはり間方向の柱の設計を行う際に、柱から跳ね出したキャンティ部＊

分と内側のモーメントを釣り合わせることで、柱の鉄筋量を極力少なくする構造形式のことを指
す。一般的に、はり間方向は１スパンで構成されている。

（ⅱ）補正項目

調査対象建物について、下記の５項目について検討し、その結果をＡ，Ｂ，Ｃに分類す

る。

また、ｃ）及びｄ）については、設計図面等から判断することとなるが、図面等がない

場合は現地調査により判断する。さらに、校舎の平面プランが片廊下形式でない場合は、

分類をＢとする。

また、ｂ 、ｃ）及びｄ）の３項目については、最下階について調査する。なお、４階建）

て以上の建物の場合は、最下階、並びに、最上階を含めた上層２層を除いた階についても

調査を行い、最も評価の低い階の分類を採用する。

ａ）コンクリート強度

当該建物の構造部材であるコンクリートについて強度試験を行い、原設計における設

計基準強度との比較により、下表のとおり分類する。

強度試験は、各階、各工期ごとに３本程度のコンクリートコアを採取して行い、それ

ぞれの圧縮強度試験結果の平均値の最小値を強度試験値とする。なお、コアの採取方法

等については 「２００１年改訂版既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解、

説 コンクリート材料の調査」を参考とする。2.5.1



（表 ） コンクリート強度による分類2.3.2

分 類 Ａ Ｂ Ｃ

強度試験値
１．２５以上 Ａ，Ｃ以外 １．０以下

設計基準強度

なお、強度試験値が、 Ｎ／ｍｍ （ ／ｃｍ ）以下、又は、設計基準強度の13.5 135kg２ ２

、 ） ） 、「 」３／４以下の場合は 以下ｂ ～ｅ の調査は省略し ③耐震化優先度調査の評価方法

における優先度ランク を①とする。Rp

ｂ）老朽化

、 （ 、 ） 、柱 梁等の主要構造部材の老朽化の状況 鉄筋腐食度 ひび割れ等 について調査し

その結果により下表のとおり分類する。なお、老朽化の状況は 「公立学校建物の耐力度、

簡略調査説明書 １ 鉄筋コンクリート造（ ）保存度」を参考として、目視調査により2
判断し、下記ｂ) 及びｂ) により評価する。-1 -2
（表 ） 老朽化の程度による分類2.3.3

分 類 Ａ Ｂ Ｃ

鉄筋腐食度及び 鉄筋腐食度及び
ひび割れ共に Ａ，Ｃ以外 ひび割れ共に程 度
評 価 １ 評 価 ３

) 鉄筋腐食度b -1
柱・梁、壁、について調査し、最も評価の低い部分の評価を採用する。

評 価 １ ２ ３

鉄 筋 露 出
程 度 特に問題無 錆び汁あり 又は

膨張性発錆あり

) ひび割れb -2
柱・梁、壁、について調査し、最も評価の低い部分の評価を採用する。

評 価 １ ２ ３

ほ と ん ど ﾍ ﾔ ｰ ｸ ﾗ ｯ ｸ
あり程 度 又は 以上のｸﾗｯｸ1mm

あり認められない 未満のｸﾗｯｸ1mm

ｃ）プラン

当該建物のはり間方向及び桁行方向の構造架構について調査し、その結果に基づき下

表のとおり分類する。

はり間方向の架構は、１スパン架構（はり間方向の架構柱が２本のみ）の有無につい

て、桁行方向の架構は、各スパンの長さについて、それぞれ調査しその結果に基づき下

表により分類する。



（表 ） はり間スパン数及び桁行スパン長による分類2.3.4

分 類 Ａ Ｂ Ｃ

半数以上が１ｽﾊﾟﾝ
はり間スパン数 １ｽﾊﾟﾝ架構が無 架構

かつ Ａ，Ｃ以外 かつ

桁行スパン長 ｽﾊﾟﾝ長がすべて ｽﾊﾟﾝ長が半数以上
４．５ｍ以下 ６ｍ以上

ｄ）耐震壁の配置

耐震壁の配置を調査し、その結果により下表のとおり分類する。

下階壁抜け架構 については、３階建て以上の建物の場合に調査し、２階建ての建物の＊

場合は 「無」とする。、

はり間壁の間隔については、はり間方向に配置されている耐震壁の間隔を調査する。ま

た、妻壁の有無については、両妻の耐震壁の有無を調査する。

下階壁抜け架構とは、一つの架構の中で、２層以上にわたり耐震壁のある場合で、直下階に＊

耐震壁が無い状態を指す。

（表 ） 下階壁抜け架構の有無、はり間壁の間隔及び2.3.5
妻壁の有無による分類

分 類 Ａ Ｂ Ｃ

下階壁抜け架構 無 有

かつ Ａ，Ｃ以外 かつ

はり間壁の間隔 ９ｍ以下 １２ｍ以上
及び かつ 又は

＊＊妻 壁 の 有 無 両妻壁あり 妻壁なし

妻壁が、片側にしかない場合も「妻壁なし」とする。＊＊

ｅ）想定震度

当該建物が立地している地域の想定震度を調査し、その結果により下表のとおり分類す

る。なお、想定震度が設定されていない場合は、分類をＢとする。

（表 ） 想定震度による分類2.3.6

分 類 Ａ Ｂ Ｃ

震 度 震度Ⅴ強以下 震度Ⅵ弱 震度Ⅵ強以上



② 耐震化優先度調査のまとめ

耐震化優先度調査の結果を下の総括表に取りまとめる。

（表 ）耐震化優先度調査総括表2.3.7

分 類 評 価 項 目 評 価 ラ ン ク

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ基本分類 建築年（ 、階数（ ））

Ａ Ｂ Ｃｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ強度 設計基準強度 強度試験値（ ）、 （ ）

Ａ Ｂ Ｃ老 朽 化 鉄筋腐食度（ ）
ひび割れ （ ）

補
Ａ Ｂ Ｃ正 プ ラ ン はり間スパン数（ ）

項 桁行スパン長（ ）
目

Ａ Ｂ Ｃ耐震壁の配置 下階壁抜け架構（ ）
（ ）、 （ ）はり間壁間隔 妻壁の有無

Ａ Ｂ Ｃ想 定 震 度 想定震度（ ）



③ 耐震化優先度調査の評価方法

耐震化優先度調査総括表に基づき、以下に示す評価フローに従って、優先度の補正（Ａは

優先度を下げる補正、Ｃは優先度を上げる補正）を行い当該建物の耐震診断又は耐力度調査

の優先度ランク を判断する。Rp
なお、軽量プレキャストコンクリート造屋根を有する屋内運動場については、優先度ラン

ク を①とする。Rp

基本
分類 ｺﾝｸﾘｰﾄ強度 老朽化 プラン 耐震壁の配置 想定震度 優先度ﾗﾝｸRp

B,C B,C
＊ ＊ ＊
A A

＊ ＊ ＊ ＊
高C ①

＊ B ＊ ＊ ＊ ＊
C A

Ⅰ B ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
A
＊ ＊ ＊ ＊ ＊

②
Ⅱ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊
③

Ⅲ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊
④

Ⅳ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

＊ ＊ ＊ ＊ ＊
C

Ⅴ B ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
低A C ⑤

＊ B ＊ ＊ ＊ ＊
A C C

＊ ＊ ＊ ＊
A,B A,B

図2.3.1 補正項目による優先度の評価フロー

、 、 、 、注１： 上記図中の太線は 基本分類Ⅱの建物で 補正項目の分類がそれぞれｺﾝｸﾘｰﾄ強度 老朽化B C
プラン 、耐震壁の配置 、想定震度 の場合の優先度補正を例示しており、耐震診断又は耐力B B C
度調査の優先度は①（最優先）となる。

注２： 調査対象階が複数にわたる場合、各階ごとに優先度を調査するが、最終結果はその内の優先度
が高いランクを採用する。



（４）鉄骨造屋内運動場の耐震化優先度調査

① 耐震化優先度調査の実施方法

耐震化優先度調査の対象となる鉄骨造屋内運動場について、下記に示すａ）～ｇ）の項目

について検討を行う。

なお、ｂ）～ｆ）の項目については、代表的軸組材（柱、大梁、壁筋かい、軒桁を指す。

以下同じ ）について目視調査により評価し、必要に応じ写真等で記録しておく。目視調査。

は、なるべく広い範囲を対象として行うことが望ましい。

Ｓ Ｂａ）鉄骨軸組筋かい耐震性能 I

ｱ)算定方法

当該建物の桁行方向耐震要素が鉄骨軸組筋かいである場合、次式により鉄骨軸組筋かい

耐震性能 を算出する。なお、桁行方向耐震要素が鉄骨軸組筋かい以外（鉄筋コンクリーISB

ト造壁など）である場合は、分類をＡとする。

I Cyi 1.3 AiFesiSB＝ × ／

ここで、 は、鉄骨軸組筋かいの降伏層せん断力係数の推定値で下記による。Cyi

0.25構造計算書がない場合：C y i =
0.22 min構造計算書がある場合： ×（ｆ／σ）C y i =

（ｆ／σ） は筋かい部材の短期許容応力度の地震時作用応力度に対する比（余裕min
） 、 。 、 、度 で 構造計算書より読み取る なお 複数の筋かいについて計算している場合は
それらの最小値を採用する。

また、 は、建築基準法施行令第８８条の 、 は同令第８２条の４にいうAi Ai Fesi

。 、 。Fesと見なして評価する なお 下記に該当する場合はその数値を採用してもよい
1.0鉄骨造平屋建の場合： AiFesi=
1.4鉄骨造の２層の場合： 第２層）（ AiFesi=
1.0（第１層） AiFesi=
2.0ＲＳ造又は複合構造 の２層の場合：＊ AiFesi=

「ＲＳ造」とは、ギャラリーまでは鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート＊

造で、上部の架構が鉄骨造のものを指し 「複合構造」とは、鉄筋コンクリート造建、
物の上に鉄骨造の屋内運動場が載っているものを指す。

ｲ)評価ランク

上記ｱ)で算出した の値により、下表のとおり分類する。ISB

（表 ） の値による分類2.3.8 ISB

分 類 Ａ Ｂ Ｃ

の値 以上 以上 未満 未満I 0.7 0.3 0.7 0.3SB

ｂ）鉄骨腐食度 Ｆ

ｱ)算定方法

代表的軸組材と露出型柱脚に対して下記により評点を付け、その平均値Ｆを算出する。

なお、露出型柱脚が無い場合（確認できない場合を含む ）は、代表的軸組材のみにより。



。 、 、「 （ ）分類する なお 鉄骨腐食度の状況は 既存鉄骨造 学校建物の耐力度測定方法 改訂版

鉄骨腐食度」を参考にして、目視調査により判断する。3.2.4

Ｆ＝ （ｆ ＋ｆ ）0.5 軸組 柱脚

ｆ は、代表的軸組材の腐食度、ｆ は、露出型柱脚の腐食度で、下記の区分に軸組 柱脚

よる。なお、露出型柱脚が無い場合（確認できない場合を含む ）は、Ｆ＝ｆ と。 軸組

する。

腐食度の区分

1.0無し

0.8仕上げ錆

0.6部分錆

0.3欠損錆

ｲ)評価ランク

上記ｱ)で算出したＦの値により、下表のとおり分類する。

（表 ） 鉄骨腐食度による分類2.3.9

分 類 Ａ Ｂ Ｃ

Ｆ の 値 以上 以上 未満 未満0.8 0.6 0.8 0.6

ｃ）座屈状況 Ｎ

ｱ)算定方法

代表的軸組材について、局部座屈と全体座屈に分けて下記により評点を付け、その相乗

値Ｎを算出する。なお、座屈状況の状況は 「既存鉄骨造 学校建物の耐力度測定方法（改、

訂版） 座屈状況」を参考にして、目視調査により判断する。3.2.5

局部 全体Ｎ＝ｎ ×ｎ

ｎ は、代表的軸組材の局部座屈、ｎ は、代表的軸組材の全体座屈で、下記の局部 全体

区分による。

座屈状況の区分

1.0無し

0.8軽微

0.6明確



ｲ)評価ランク

上記ｱ)で算出したＮの値により、下表のとおり分類する。

（表 ） 座屈状況による分類2.3.10

分 類 Ａ Ｂ Ｃ

Ｎ の 値 以上 以上 未満 未満0.7 0.5 0.7 0.5

ｄ）溶接状況 Ｍ

ｱ)算定方法

、 。代表的ラーメン架構の柱梁溶接仕口部の状況について調査し 下記によりＭを算出する

なお、溶接状況は 「既存鉄骨造 学校建物の耐力度測定方法（改訂版） 接合方、 3.2.8
式」を参考にして、目視調査により判断する。

Ｍ＝ （ｍ ，ｍ ，ｍ ，ｍ ･･･，ｍ ）min ０ １ ２ ３ ｎ

ｍ は、代表的ラーメン架構の柱梁溶接仕口部の溶接状況で、調査した箇所の中ｎ

の最低のｍをＭとする。

溶接状況の区分

1.0異常なし

0.7変形
＊

0.4破損＊＊

フランジ端が完全溶込溶接であることが疑わしい場合は、ビードが整形であっても「変＊

形」に分類する。

「フランジ端が完全溶込溶接であることが疑わしく、かつ、溶接ビードの不整形、アンダ＊＊

ーカット、オーバーラップ、未処理のクレーターなどが観察される場合」及び 「フランジ、
位置にダイヤフラムが欠落している、又は、Ｈ型鋼の側面を鋼板で覆い柱の断面が日の字
となっているもので、ダイヤフラムの存在が疑わしい場合」は 「破損」に分類する。、

ｲ)評価ランク

上記ｱ)で算出したＭの値により、下表のとおり分類する。

（表 ） 溶接状況による分類2.3.11

分 類 Ａ Ｂ Ｃ

1.0 0.7 0.4Ｍ の 値



ｅ）構造安全性

代表的軸組材等について、下記の３項目を調査し、下表のとおり分類する。なお、いず

れかの項目でも該当する場合は、分類をＣとする。

（表 ） 代表的軸組材等における危険性の有無による分類2.3.12

分 類 Ａ Ｃ

危険性の有無 認められない 認められる

危険性に関するチェック項目

ｲ 代表的軸組材及びその接合部に関して、設計図書と現状との構造耐力上重要かつ

危険側の食い違い （部材の欠落、断面サイズやボルト本数の違いなど）。

ﾛ 代表的軸組材及びその接合部に関して、錆及び座屈以外の著しい変形や損傷、断

面欠損、鉄骨部分の亀裂など。

ﾊ 桁行方向架構に関する軸組筋かいの一部撤去など。

ｆ）落下物等に係る安全性

当該屋内運動場において、下記表の例に示すような転倒、落下等の危険性のある構造部

材等の有無を調査し、下表のとおり分類する。なお、１箇所でも、転倒、落下等の危険性

のあるものが確認された場合は、分類をＣとする。

（表 ） 落下物等の危険性の有無による分類2.3.13

分 類 Ａ Ｃ

危険性の有無 認められない 認められる

転倒・落下等の危険性のある箇所の例

ｲ ﾌﾞﾛｯｸ壁［面外への転倒など］

ﾛ 屋根面筋かい又は屋根構成材（小梁等 ［接合部での破断による落下など］）

ﾊ ｺﾝｸﾘｰﾄ内に埋め込まれた鉄骨定着部（柱脚、梁定着部等 ［損傷によるｺﾝｸﾘｰﾄ片の）

落下など］

ﾆ 壁仕上げ材、吊り物、天井材等［落下など］

ﾎ 床組支持材（束材 ［移動、転倒など］）

ｇ）想定震度

当該建物が立地している地域の想定震度を調査し、その結果により下表のとおり分類す

る。なお、想定震度が設定されていない場合は、分類をＢとする。

（表 ） 想定震度による分類2.3.14

分 類 Ａ Ｂ Ｃ

想定震度 震度Ⅴ強以下 震度Ⅵ弱 震度Ⅵ強以上



② 耐震化優先度調査のまとめ

耐震化優先度調査の結果を下の総括表に取りまとめる。

（表 ）耐震化優先度調査総括表2.3.15

分 類 評 価 項 目 評価 ラ ン ク

Ａ Ｂ Ｃ鉄骨軸組筋かい耐震性能 ＝ （ ）ISB

＝ （ ） Ａ Ｂ Ｃ鉄 骨 腐 食 度 Ｆ

＝ （ ） Ａ Ｂ Ｃ座 屈 状 況 Ｎ

＝ （ ） Ａ Ｂ Ｃ溶 接 状 況 Ｍ

（ ） Ａ Ｃ構 造 安 全 性

（ ） Ａ Ｃ落下物等に係る安全性

（ ） Ａ Ｂ Ｃ想 定 震 度

③ 耐震化優先度調査の評価方法

耐震化優先度調査総括表に基づき、下式により優先度指標（ ）を算出し、当該建物の耐P

震診断又は耐力度調査の優先度ランク を判断する。Sp
なお、屋根梁が支持部材に固定されていないもの（ローラー支承など）で落下防止措置が

とられていない建物、及び、桁行方向の鉄骨部分が非剛接架構のみで壁や軸組筋かいが無い

建物については、優先度ランク を①とする。Sp
さらに、上記①耐震化優先度調査の実施方法のｆ）落下物等に係る安全性が ランクのC
場合は、優先度ランクにかかわらず当該箇所について詳細な調査を実施し、適切な対策を早

急に講じる必要がある。

優先度指標 ＝（Ｂランクの数）＋５×（Ｃランクの数）P

（表 ） 鉄骨造屋内運動場の優先度評価表2.3.16

P Sp優先度指標 の値 優先度ランク

２１～３５ ① 高

１６～２０ ②

１１～１５ ③

６～１０ ④

０～ ５ ⑤ 低



４ 耐震診断の実施及び耐震化事業に係る緊急度の判定

（１）耐震化優先度調査結果に基づいた耐震診断等の実施方法

第２章３で述べた耐震化優先度調査の優先度ランクに基づき、優先度の高い建物から耐震

診断又は耐力度調査を実施する必要がある。この場合、当該建物について改築を念頭に置い

ている場合は、耐力度調査から実施することが考えられる。

また、鉄筋コンクリート造校舎及び鉄骨造屋内運動場のそれぞれで、耐震化優先度調査の

結果に基づく優先度ランクが出てくるが、そのどちらを優先するかについては、学校施設の

耐震化に関する検討組織やその専門部会等において、個々の建物の耐震化優先度調査結果の

内容や、当該建物に対するニーズ等について総合的に勘案した上で決定する。

さらに、軽量プレキャストコンクリート造屋根を有する屋内運動場については 「文教施、

設の耐震性能等に関する調査研究（報告書 （ 社）日本建築学会）に基づいて、耐震性能）」（

の評価及び補強の優先順位の判定を行う。

鉄骨造屋内運動場の場合で、屋根梁が支持部材に固定されていないもの（ローラー支承な

ど）で落下防止措置がとられていない建物については、必要な落下防止対策を早急に講じた

上で、下部構造体の耐震診断結果に基づき「 ２）耐震診断結果に基づいた耐震化事業に係（

る緊急度の判定方法」により緊急度ランクを判定する。

一方、鉄筋コンクリート造校舎及び鉄骨造屋内運動場以外の、例えば木造、ブロック造、

鉄骨鉄筋コンクリート造などの構造形式の学校施設についても、学識経験者その他の当該構

造形式に係る専門家の協力を得て、迅速に耐震診断又は耐力度調査を実施し、耐震化のため

の適切な措置を講じることが重要である。

（２）耐震診断結果に基づいた耐震化事業に係る緊急度の判定方法

（ ） （ ）耐震診断の結果算出された構造耐震指標 及び保有水平耐力に係る指標 ｑ又はIs C STU D

に基づき、以下に示す方法に従って、当該建物の改築や耐震補強といった耐震化事業の緊急

度を判断する。

① 鉄筋コンクリート造校舎の耐震診断結果による緊急度の判定

耐震診断の結果に基づいて、耐震性能の低い建物ほど改築や耐震補強による耐震化事業

の緊急度は高いと判定する。耐震性能は、原則として構造耐震指標（ ）により判定するIs

が、保有水平耐力に係る指標 （ｑ又は ）の大きさにより補正することとする。＊ C STU D

なお、構造耐震指標（ ）による緊急度の判定は、各階、各方向（桁行方向及びはり間Is
方向）の中で、最小となる場合を代表値として採用するが、 値及び 値の分布状況Is C STU D

や、他方向の余裕度、 値算定における強度指標と靱性指標の他の組み合わせなども修正Is

要因として考慮する。

これらの方針に従った緊急度ランクの分類例及び緊急度ランクの修正例を以下に示す。

保有水平耐力に係る指標（ｑ又はC S ）は、 値が算定される最大の 値に対応する強度指標＊
TU D Is F

によって算定された値を採用する。また、安全である（ 値が0.7以上）と判定するためには、ｑIs
値が1.0以上（C S 値が0.3以上）の範囲で 値を算定しなければならないことに留意する。TU D Is

（ⅰ）緊急度ランクの分類例

緊急度ランクを、 値 で分類し、ｑ値が 以上（ 値が 以上）のIs 0.1 1.5 C S 0.45TU D

1.0場合は、１段階補正することとしたランク分類の判定例を以下に示す。ｑ値が



以上 以下（ 値が 以上 以下）の範囲では、 値とｑ値（ 値）1.5 C S 0.3 0.45 Is C STU D TU D

の組み合わせにより線形補間している。

⑥ ⑦Is
0.7

⑤ ⑥ 緊急度ランク

① 高0.6
④ ⑤ ②

③0.5
③ ④ ④

⑤0.4
② ③ ⑥ 低

⑦ 無0.3
①

ｑ0.5 1.0 1.5
（ ） （ ） （ ） ( )0.15 0.3 0.45 C STU D

図2.4.1 緊急度ランク判定図（鉄筋コンクリート造校舎）

（ⅱ）緊急度ランクの修正例

例えば、次のような場合は、実情に応じて、緊急度ランクの修正を行うことが考

えられる。

（ａ）コンクリート強度試験値が、 Ｎ／ｍｍ （ ／ｃｍ ）以下、かつ、13.5 135kg２ ２

設計基準強度の３／４以下の場合は、原則として緊急度ランクを①とする。

（ｂ）下階壁抜け架構があり軸力の耐力比により第２種構造要素 となる場合、は＊

り間方向の耐震壁が少なく両方向とも耐震性能が低い場合、 指標の平面剛SD

性が最低のグレードとなっている場合など、耐震指標よりさらに耐震性能が劣

ると判断される場合は、緊急度を１ランク上げてもよい。

当該部材が破壊した場合に、これに代わって軸力を指示する部材がその周辺にない部
＊

材のことを指す。

（ｃ）一部の極脆性部材を考慮した値で耐震指標が決まっている場合、はり間方向

の壁が十分に配置され長柱にもかかわらず ＝ （せん断柱）で耐震指標がF 1.0
決まっている場合など、耐震指標がやや過少に評価されていると判断される場

合は、緊急度を１ランク下げてもよい。

（ ） 、ｄ 当該建物が立地している地域の想定震度がⅥ強以上に評価されている場合は
＊＊緊急度を１ランク程度上げてもよい。

想定される震度がⅦと評価される場合には、緊急度をさらに１ランク高めるなどの考
＊＊

慮を払うことが望ましい。震度Ⅶになる可能性のある地域とは、存在が確認されている
断層トレースまでの距離が５㎞以下の断層線近隣の地域、建築基準法の第３種地盤に相
当する堆積層の厚い地域、がけ地や盆地の縁などの地形効果により地震動が増幅される
恐れのある地域などである。
また、緊急度ランクの判定にあたり、ｑ値等の算定の際において必要な地域係数Ｚは
建築基準法に定められる数値、もしくは各地域で決められている数値を用いてよい。た
だし、当該地域の地震活動度などを考慮して想定震度などを設定している場合は、想定
地震動設定の際に地震活動度等が既に考慮されているため地域係数Ｚは1.0とする。



0.5 C S 0.15 Is（ ） （ ） 、ｅ ｑ値が 値が 以下の場合で Ｆ値が大きいことにより大きなTU D

0.5値が算定される場合は 緊急度ランク①に分類されることになるので ｑ値、 、

（ 値 ）以上の範囲で 値を再計算し、新たに緊急度ランクを判定すC S 0.15 IsTU D

る。

（ｆ）２次診断と３次診断の結果で異なるランクになる場合は、原則として２次診

断による分類を採用する。ただし、３次診断の結果を考慮して緊急度を修正し

てもよい。

② 鉄骨造屋内運動場の耐震診断結果による緊急度の判定

耐震診断の結果に基づいて、耐震性能の低い建物ほど改築や耐震補強による耐震化事業

の緊急度は高いと判定する。耐震性能は、原則として構造耐震指標（ ）及び保有水平耐Is
力に係る指標（ｑ）により判定する。

算出した 値とｑ値の組み合わせにより、緊急度ランクを決定する。各階ごとに 値Is Is

とｑ値の組み合わせが複数存在し、緊急度ランクが複数求められる場合は、緊急度ランク

の最も高いものを採用する。

（ⅰ）緊急度ランクの分類例

緊急度ランクを、 値 、ｑ値 で分類した場合のランク分類の判定例を以Is 0.1 0.5
下に示す。

⑥ ⑦Is

0.7
⑤ 緊急度ランク

① 高0.6

④ ②

③0.5
③ ④

⑤0.4
② ⑥ 低

⑦ 無0.3
①

ｑ0.5 1.0

図2.4.2 緊急度ランク判定図（鉄骨造屋内運動場）

（ⅱ）緊急度ランクの修正例

例えば、次のような場合は、実情に応じて、緊急度ランクの修正を行うことが考

えられる。

（ａ）耐震化優先度調査における想定震度以外の評価項目においてＣランクが認め



られる建物で、その状況が 値やｑ値の算出に反映されていない場合は、そIs
の危険性の実情に応じて緊急度ランクを高めてよい。

（ ） 、ｂ 当該建物が立地している地域の想定震度がⅥ強以上に評価されている場合は

緊急度を１ランク程度上げてもよい。なお、この場合、 値及びｑ値の算定にIs
＊用いる地域係数Ｚは１．０とする。

想定される震度がⅦと評価される場合には、緊急度をさらに１ランク高めるなどの考＊

慮を払うことが望ましい。震度Ⅶになる可能性のある地域とは、存在が確認されている
断層トレースまでの距離が５㎞以下の断層線近隣の地域、建築基準法の第３種地盤に相
当する堆積層の厚い地域、がけ地や盆地の縁などの地形効果により地震動が増幅される
恐れのある地域などである。
また、緊急度ランクの判定にあたり、ｑ値等の算定の際において必要な地域係数Ｚは
建築基準法に定められる数値、もしくは各地域で決められている数値を用いてよい。た
だし、当該地域の地震活動度などを考慮して想定震度などを設定している場合は、想定
地震動設定の際に地震活動度等が既に考慮されているため地域係数Ｚは1.0とする。

（３）改築又は耐震補強選択等の留意点

耐震化事業としては、改築及び耐震補強がある。そのどちらを選ぶかについては、地方公

、 、 、共団体等の設置者が 個々の建物の耐震性能や耐用年数 当該建物に対する関係者のニーズ

事業に要する経費等を総合的に勘案した上で決定する必要がある。ただし、耐震性能が著し

く低い場合（緊急度ランク①（ ＜ 又はｑ＜ 、コンクリート強度が著しく低い場Is 0.3 0.5））
合（コンクリート強度試験値が Ｎ／ｍｍ （ ／ｃｍ ）以下、かつ、設計基準強度13.5 135kg２ ２

の３／４以下の場合 、極端に多くの補強部材が必要であったり施工が極めて困難な場合、）

耐震補強によって著しく教育機能を悪化させる場合などにおいては、改築を選択することが

望ましい。なお、鉄骨造屋内運動場にあっては、緊急度ランク①（ ＜ 又はｑ＜ ）Is 0.3 0.5
の場合でも、軸組筋かいの取替えや新設によって耐震性能を改善する余地があることに留意

する。

また、耐震補強の実施に当たっては、建築基準法・消防法その他の現行法令への適合、当

該学校施設の統廃合・転用計画、当該建物の歴史的な価値、当該設置者に関係する市町村合

併などについても十分留意する必要がある。

さらに、既存学校施設においては、教育環境の向上、情報環境の充実、循環型社会に対応

する環境負荷の低減等、学校施設が抱える今日的課題に対応した機能改善も強く求められて

おり、耐震補強事業を大規模改造事業と同時に実施し、これらの質的向上も併せて図るとい

ったことが重要である。

５ 耐震化事業に係る年次計画の策定

（１）優先順位の決定

所管する学校施設に係る耐震化事業の優先順位の決定に当たっては、学校施設の耐震化に

関する検討組織やその専門部会等において、倒壊又は大破する恐れのある緊急度ランクの高

い学校施設の耐震化事業を優先することを基本としつつ、個々の建物の耐震診断結果の内容

、 、 。や 学校施設の質的向上のための諸課題の整備など 総合的な検討を行うことが重要である

なお、鉄筋コンクリート造校舎、鉄骨造屋内運動場及び軽量プレキャストコンクリート造

、 、屋根を有する屋内運動場等のそれぞれで 耐震診断結果に基づく緊急度ランクが出てくるが

これらのどれを優先するかについては、学校施設の耐震化に関する検討組織やその専門部会

等において、個々の建物の耐震診断結果の内容や、当該建物に対するニーズ等について総合



的に勘案した上で決定することが重要である。

（２）想定事業量の算定

地方公共団体等の設置者は、所管する学校施設の耐震化を図るために必要な事業面積及び
経費等の試算を行い、全体の事業量を把握することが重要である。

（３）計画期間の設定

地方公共団体等の設置者は、地域の実状や財政状況等を勘案し、所管する学校施設の耐震

化事業が、迅速かつ円滑に完了するよう適切な計画期間を設定することが重要である。

（４）年次計画策定上の留意点

年次計画の策定に際しては、耐震化以外の整備事業との整合性を確保すること、個々の学

校施設の耐用年数を考慮すること、適切な耐震補強単価を設定すること、当該地方公共団体

の総合計画や地域防災計画へ位置付けること、年次計画策定後は関係者に対し速やかに公表

することなどが重要である。

６ 耐震化事業の実施
（１）適切な耐震補強工法の選定

学校施設の耐震補強計画においては、児童生徒等の安全確保、被災直後の応急避難場所と
しての機能等を考慮し、当該地域に予測される地震動の大きさも考慮し、重要度係数の採用

や設計地震力の割増など、十分な耐震性能を確保する設計とすることが重要である。

また、学校施設の耐震補強のためには様々な工法があり、補強工事費等に留意しつつ個々

。 、の建物の特性や実状に応じた適切なものを選定することが大切である 学校施設については

その構造特性を踏まえ、文部科学省が平成１５年３月に改訂した 「学校施設の耐震補強マ、

ニュアル（ＲＣ造校舎編）２００３年改訂版」及び「学校施設の耐震補強マニュアル（Ｓ造

屋内運動場編）２００３年改訂版」に、具体的な耐震補強工法の選定方法や技術的留意事項

が記載されているので、これらを参考とすることが望ましい。

また、学校施設の質的向上を一体的に行う耐震補強を実施する場合は 「学校施設の耐震、

改修に関する調査研究（報告書 （ 社）日本建築学会）において、その基本的考え方及び）」（

具体的手法について記載されているので、これを参考とすることが望ましい。

（２）非構造部材等の耐震改修方法

地方公共団体等の設置者は、日頃から学校施設の維持管理に注意を払い、施設・設備の点

検・補修及び定期的な維持修繕を適切に行う必要がある。とりわけ、天井材、各種器具、設

備機器その他の非構造部材等については、耐震性に疑問のある部材等の把握、その耐震改修

計画の策定、耐震改修までの緊急措置などの対策を早急に講じておくことが重要であり、こ

の場合「学校施設の非構造部材等の耐震点検に関する調査研究（報告書 （ 社）日本建築）」（

学会）等を参考とすることが望ましい。

（３）応急補強の採用

耐震化優先度調査や耐震診断等を実施した結果、当該建物の耐震性能が極めて低いと認め

、 、られた場合で 改築や耐震補強といった耐震化事業を実施するまでの期間が長くなる場合は

児童生徒等の安全確保のため、応急的な補強を行うことが重要である。

なお、応急補強の具体的な方法等については、文部省（当時）が平成１１年３月に取りま

とめた「学校施設の応急復旧マニュアル」等を参考とすることも考えられる。



参考資料 既存学校施設の耐震化推進計画策定フロー

注）本フローは、耐震化推進計画策定の一般的な流れを例示したものである

検 討 組 織 の 設 置

基 本 調 査 の 実 施

耐震化優先度調査の実施・評価

【改築を念頭に置いた建物】 ☆新耐震基準以前の基準で整備された
ｺﾝｸﾘｰﾄ強度の著しく低い建物、 建物について早急に実施
鉄筋や鉄骨の腐食が著しい建物など ☆優先度の高い建物から耐震診断又は

【一般的な建物】 耐力度調査を順次実施

点超5000
耐力度調査

点以下5000
＜ ≧ ※１鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造でIs 0.3 Is 0.7 ※１

又は かつ 第１次診断を採耐震診断の実施・評価
ｑ＜ ｑ≧ 用する場合は、0.5 1.0

Is 0.9≧
0.3 Is 0.7 0.5 1.0≦ ＜ 又は ≦ｑ＜

改 築 耐 震 補 強 耐震上問題なし
（応 急 補 強 ） （応 急 補 強 ） （老 朽 改 修）

※２ ※２

※２改築や耐震補強といった耐震化事業を実施
するまでの間が長くなる場合に検討

事業の緊急度の検討

☆倒壊又は大破する恐れのある耐震化
事業を優先
☆学校施設の質的向上のための諸課題
と一体的に推進

年 次 計 画 の 策 定

耐 震 化 事 業 の 実 施
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